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２００２００９９年年３３月期月期 サマリーサマリー

稼働率が当初計画を下回るものの期初からは上昇傾向にあったが、下半期、特に第4

Ｑの経済環境の急激な悪化で大きく稼働率が低下し、売上高は減少。

採用関連、その他経費など販管費圧縮を進めたものの、技術社員数の増加に伴う労
務費及び教育経費の増加、待機技術者の労務費増加により、減収減益となった。

技術者派遣需要は上半期までは底堅く推移

下半期以降のメーカー各社の世界金融不安と急激な円高、個人消費悪化の影響
による企業収益の悪化に伴い、設備投資や要員の見直しや生産調整が相次ぎ、
新規契約・継続契約に厳しい環境へと変化。

経済環境悪化経済環境悪化経済環境悪化経済環境悪化をををを受受受受けけけけ、、、、減収減益減収減益減収減益減収減益

下期下期下期下期、、、、第第第第4ＱＱＱＱのののの経済環境悪化経済環境悪化経済環境悪化経済環境悪化がががが大大大大きくきくきくきく影響影響影響影響
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売 上売 上売 上売 上 総利益総利益総利益総利益

金金金金 額額額額 構構構構 成成成成 比比比比

937

営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益 207 4.0

構構構構 成成成成 比比比比

21.9

8.2

729 13.913.7

２００２００９９年年３３月期月期 P/LP/L分析分析

17.9

金金金金 額額額額

1,193

447

745

２００８年３月期
増増増増 減減減減 率率率率

△△△△21.5

△△△△53.6

△△△△2.2

増増増増 減減減減 額額額額

△△△△255

△△△△239

△△△△16

２００９年３月期

経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益

当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益

売 上 原 価売 上 原 価売 上 原 価売 上 原 価

売 上 高売 上 高売 上 高売 上 高

203 3.98.2446 △△△△54.3△△△△242

106 2.04.8259 △△△△59.0△△△△153

4,305 82.178.14,243 +1.5+62

5,242 100.0100.05,436 △△△△3.6△△△△193

販 管 費販 管 費販 管 費販 管 費

（（（（単位単位単位単位：：：：百万円百万円百万円百万円、％）、％）、％）、％）



4

四半期業績推移四半期業績推移

■景気の減速傾向。

■経験者に対するニーズは底堅くあった。

■新卒及び経験の浅い技術者の戦力化遅れ。

上半期

■世界規模で景気が後退。

■顧客企業の収益が悪化。

・要員見直しによる契約期間の短縮

・残業規制や休業による稼動工数の抑制

■稼働率低下により売上高が大幅に減少。

下半期

第4四半期第3四半期第2四半期第1四半期

3.3

14.0

17.4

82.6

100.0

構成比

126

160

286

879

1,166

4.7

12.8

17.5

82.5

100.0

構成比

―

15.1

12.8

87.2

100.0

構成比

10.9

13.7

24.6

75.4

100.0

構成比

4566△30営業損益

236246167売上総利益

191179198販管費

1,1251,1561,143売上原価

1,3621,4021,311売上高

（百万円、％）

＜ ２００９年３月期 ＞

-100

200

500

800

1,100

1,400

1Q 2Q 3Q 4Q

1,311
1,402 1,362

1,166

1,143 1,156 1,125
879

198
191179 160

△30
66 45

126

売上高 売上原価 販管費 営業損益
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実績実績実績実績 期初計画期初計画期初計画期初計画 修正計画修正計画修正計画修正計画

5※稼働率（％）＝稼働技術者数/技術社員総数*100

（％）

〈新
卒
含
む
〉

〈新
卒
除
く
〉

＜2008年3月期＞ ＜2009年3月期＞

93.3

12月

90.0

1月

86.8

2月

81.6

3月

93.994.395.594.494.494.693.993.595.697.796.996.898.197.796.296.596.997.098.097.5

11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

87.8

1月

85.5

2月

81.6

3月

90.4

10月

90.5

11月

90.4

12月

91.890.289.988.284.681.796.097.696.496.096.895.395.495.394.893.490.985.7

9月8月7月6月5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

72.0

76.0

80.0

84.0

88.0

92.0

96.0

100.0

4・10月新卒除く

94.596.492.6

通 期下半期上半期

97.197.197.0

通 期下半期上半期

87.787.787.7

通 期下半期上半期

主要指標主要指標①① 稼働率推移稼働率推移 （（94.594.5％→％→87.787.7％）％）

92.390.094.4

通 期下半期上半期

①４月に待機者が一時的に増加し、その後回復を見込んでいたが、景気の停滞感から伸びが鈍化。
②上半期の結果と経済環境を予測し第２四半期で修正。
③下期後半の世界経済の急激な悪化に伴い、１月以降業務終了者が急激に増加。

① ③

③
①

②



3,943

3,843
3,766

3,300

3,500

3,700

3,900

4,100

2007年3月 2008年3月 2009年3月

主要指標主要指標②② 技術料金推移技術料金推移（（3,6373,637円円/h/h→→33,,635635円円/h/h））

（円/H）

（円/H）

① 新卒を含む全技術者

② 過去3年間の新卒を除く技術者

※上記技術料金はＣＴ事業部（受託部門）を除いております

3,6353,6373,638

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

2007年3月 2008年3月 2009年3月

①景気減速による価格
の下落は起きておら
ず、例年並みの技術
料金を維持。

②新卒を除く技術者で
はレートアップ

（2.4％）の効果もある。

6

２０１０年３月期 動向

経済環境の悪化により、
顧客企業のコスト削減
意識から、料金抑制の
動きが見られる。
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主要指標主要指標③③ 稼働時間推移稼働時間推移（（9.50h/9.50h/人・日→人・日→9.189.18h/h/人・日）人・日）

下半期の経済環境の急減速により、特に第３四半期後半から

残業規制を行う企業が増加し、稼働時間は減少。

9.60
9.50

9.18

8

8.5

9

9.5

10

2007/3月期 2008/3月期 2009/3月期

稼働時間/日（時間）

通期では９．１８時間/日と

なったが、第４四半期では
８．７７時間/日まで減少。

8888

8.38.38.38.3

8.68.68.68.6

8.98.98.98.9

9.29.29.29.2

9.59.59.59.5

1Q1Q1Q1Q 2Q2Q2Q2Q 3Q3Q3Q3Q 4Q4Q4Q4Q
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主要指標主要指標④④ 技術者数推移技術者数推移 （（719719人→人→762762人）人）

当初見込み（818人）よりも採用を抑制し、43人の増加となった。

653

719
762

550

600

650

700

750

800

850

2007/3月期 2008/3月期 2009/3月期

（人）

818（計画）
実績人数

期初計画人数



事業分野別売上高（前年同期比）事業分野別売上高（前年同期比）

1005,2421005,436合計合計合計合計

（単位：百万円、％） 2008年3月期 2009年3月期
取引先状況

売上高 構成比 社数 売上高 構成比 伸び率 社数

輸送用機器関連 1,952 35.9 51 1,920 36.7 △1.6 52
自動車関連は上半期は堅調に推移するも

のの、下半期には外部環境の急激な悪化

による外需減少が響き減少。

電気電子機器・
半導体回路関連 1,357 25.0 40 1,306 24.9 △3.7 44

携帯電話やパソコンの電池関連は伸びる

ものの、半導体回路関連が大幅に減少。

デジタル家電も個人消費低迷を受け低調。

情報通信・
精密機器関連 1,151 21.2 38 1,220 23.3 6.1 41

映像機、プリンター・複合機関連、光学系
が好調だが、医療機器関連は低調。

機械関連 588 10.8 38 482 9.2 △18.0 36
半導体製造装置が大幅に減少。事務用機

器関連も低調。

情報処理・
ソフトウェア関連 386 7.1 35 311 5.9 △19.5 32

全体的にマイナス傾向。特に情報処理関

連が大きくマイナス。

取引社数取引社数取引社数取引社数 194社 286事業所 194社 275事業所

景気悪化を受け各事業分野とも減少傾向の中、情報通信・精密機器が増加。

特に第４四半期では自動車関連が大きく減少した。

9



主要取引先（上位主要取引先（上位１０１０社）社）
（単位：百万円、％）

輸送機器関連

電気電子機器・半導体回路関連

情報通信・精密機器関連

100.05,242合 計100.05,436合 計

63.83,351その他合計68.83,742その他合計

36.21,891上位１０社合計31.21,694上位１０社合計

2.3121三菱電機三菱電機三菱電機三菱電機エンジニアリングエンジニアリングエンジニアリングエンジニアリング1.9100ブラザーブラザーブラザーブラザー工業工業工業工業10

2.4123ルネサスデザインルネサスデザインルネサスデザインルネサスデザイン2.0110三菱電機三菱電機三菱電機三菱電機エンジニアリングエンジニアリングエンジニアリングエンジニアリング9

2.5128オムロンオムロンオムロンオムロン2.1111オムロンオムロンオムロンオムロン8

2.8147日産車体日産車体日産車体日産車体2.1112三洋半導体三洋半導体三洋半導体三洋半導体7

2.9149ブラザーブラザーブラザーブラザー工業工業工業工業2.2119ルネサスデザインルネサスデザインルネサスデザインルネサスデザイン6

3.1163三洋電機三洋電機三洋電機三洋電機2.3127日産車体日産車体日産車体日産車体5

3.5181ソニーソニーソニーソニー3.1170ソニーソニーソニーソニー4

3.9207トヨタテクニカルディベロップメントトヨタテクニカルディベロップメントトヨタテクニカルディベロップメントトヨタテクニカルディベロップメント3.8207トヨタテクニカルディベロップメントトヨタテクニカルディベロップメントトヨタテクニカルディベロップメントトヨタテクニカルディベロップメント3

4.8253パナソニックパナソニックパナソニックパナソニック（（（（旧旧旧旧 松下電器産業松下電器産業松下電器産業松下電器産業））））4.1222パナソニックパナソニックパナソニックパナソニック（（（（旧旧旧旧 松下電器産業松下電器産業松下電器産業松下電器産業））））2

8.0419デンソーテクノデンソーテクノデンソーテクノデンソーテクノ7.7416デンソーテクノデンソーテクノデンソーテクノデンソーテクノ1

比率取引高取引先名比率取引高取引先名

2009/3期2008年/3月期順
位

10
※敬称略



2009年3月期 業務開始・終了の推移

182

105

67

105

下期
計

61

32

35

23

４月

23

11

44

48

５月

13

19

38

32

６月

15

17

26

24

７月

13

15

12

18

８月

6

17

17

14

９月

131

111

172

159

上期
計

09
年
度

08
年
度

09
年
度

08
年
度

313473141122031

239561191818

216211111201329
業務
終了

264

通期
計

12

２月

14

１２月

26

１０月

101627
業務
開始

３月１月１１月（単位：人）

11

2009年3月期 業務開始・終了人数



２０２０２０２０１０１０１０１０年年年年３３３３月期月期月期月期
業績予想業績予想業績予想業績予想

２０２０２０２０２０２０２０２０１０１０１０１０１０１０１０１０年年年年年年年年３３３３３３３３月期月期月期月期月期月期月期月期
業績予想業績予想業績予想業績予想業績予想業績予想業績予想業績予想



外部環境

経済環境

13

世界的な金融危機により、外需関連メーカーを中心に業績が非常に厳しい状況。

・メーカーは3月までに在庫調整や人員調整を行い、落ち着きを取り戻しつつ

ある。
・下半期に向け業績回復から拡大へと収益を改善する過程で、メーカーの生命

線である新製品開発や製品開発の効率化を行うため、技術系アウトソースの
活用が見込まれる。

競争激化の中で、アウトソーシング企業には経営体質や優秀な技術者の確保、
営業力等の質的な差別化が今まで以上に求められる。

顧客状況

業界として



対処すべき課題

14

本社組織を機構改革し、本社部門と営業所との連携強化

営業体制の強化

•全国展開による顧客ニーズと技術者の的確なマッチングの推進
•全国展開による顧客数の増加

•技術面からみた取引業種の拡大

雇用の確保と教育の充実

販売管理費の削減及び採用体制の見直し



売 上 高売 上 高売 上 高売 上 高

金額金額金額金額 百分比百分比百分比百分比

2002002002009999年年年年3333月期月期月期月期 （（（（実績実績実績実績））））

5555,,,,242242242242 100.0100.0100.0100.0％％％％

営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益

経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益

当期純利益当期純利益当期純利益当期純利益

207207207207

203203203203

106106106106

4.04.04.04.0％％％％

3.93.93.93.9％％％％

2.02.02.02.0％％％％

金額金額金額金額

4,0574,0574,0574,057

△△△△39393939

△△△△48484848

94949494

百分比百分比百分比百分比

100.0100.0100.0100.0％％％％

――――

――――

2.32.32.32.3％％％％

前期比前期比前期比前期比増減増減増減増減率率率率

△△△△22.622.622.622.6％％％％

――――

――――

△△△△11111111....0000％％％％

2020202010101010年年年年3333月期月期月期月期 通期通期通期通期予想予想予想予想

（（（（単位単位単位単位：：：：百万円百万円百万円百万円、％）、％）、％）、％）

２０１０２０１０年３月期年３月期 業績予想業績予想

15

外部環境の悪化により稼働率・稼働時間が低下し、
下半期には回復してくるものの減収減益と予想。
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300300300300

400400400400

500500500500

600600600600

700700700700

800800800800

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

2009年3月期 2010年3月期予想2008年3月期

－ 稼動人員

業務開始想定イメージ

（人）

第1四半期で契約終了者は底を打ち、
第2四半期から下期にかけて、稼動人員も回復してくると見込んでいる。
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稼 働 率稼 働 率稼 働 率稼 働 率

2020202010101010年年年年3333月月月月期期期期予想予想予想予想

69.569.569.569.5％％％％

稼 働 時 間稼 働 時 間稼 働 時 間稼 働 時 間 8.968.968.968.96ＨＨＨＨ////人人人人・・・・日日日日

2002002002009999年年年年3333月月月月期期期期

87.787.787.787.7％％％％

9.9.9.9.18181818ＨＨＨＨ////人人人人・・・・日日日日

技 術 料 金技 術 料 金技 術 料 金技 術 料 金 3,3,3,3,607607607607円円円円////ＨＨＨＨ3,3,3,3,635635635635円円円円////ＨＨＨＨ

期末技術者数期末技術者数期末技術者数期末技術者数 769769769769人人人人762762762762人人人人

前年同期比前年同期比前年同期比前年同期比

△△△△18.218.218.218.2ｐｐｐｐ

△△△△0.22H/0.22H/0.22H/0.22H/人人人人・・・・日日日日

△△△△28282828円円円円////ＨＨＨＨ

++++7777人人人人

※上記技術料金はＣＴ事業部（受託部門）を除いております

前年度下半期の状況を加味し、景気の先行き不透明さから、
各指標とも低下すると予想。

主要指標対前年度比較主要指標対前年度比較（予想）（予想）



配当性向について

50.3％

1,200

2010年

3月期

（予想）

89.6％

2,400

（7,200）
※注

2009年

3月期

34.2％
配当

性向

6,700配当金

2008年

3月期
（単位：円）

当社は堅実な経営を進めていくと共に、適正な利益還元を実施すべく、株主の皆
様へ業績を勘案し安定した配当を継続していきます。

※当社は2008年4月1日付けにて株式分割（1：3）を行っております。

※注 （）内の金額は2008年3月31日時点の株式数を基準とした配当金額。
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中期ビジョン
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830 834827788
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売上高 社員数
（人）（百万）

■堅実な経営を進めることで着実に成長し、
売上高１００億円・技術者１５００名体制の実現を目指す。

100100億億

（予想） （予想） （予想）

5252億億
42004200万万
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4040億億
57005700万万



本資料について本資料について

本資料は、当社の企業説明に関する情報の提供を目的としたも

のであり、当社が発行する有価証券の投資を勧誘することを目

的としたものではありません。また、本資料は2009年5月13日現

在のデータ等に基づいて作成されております。本資料に記載さ

れた意見や予測等は資料作成時点の当社の判断であり、その情

報の正確性、完全性を保証し、または、約束するものではなく、

今後、予告なしに変更されることがありますので予めご了承くだ

さい。
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本資料に関するお問い合わせ先

株式会社ヒップ株式会社ヒップ

IRIR担当担当
〒〒220220--00030003 横浜市西区楠町横浜市西区楠町88--88

TEL:TEL: 045045--328328--10001000

FAX:FAX: 045045--323288--10011001

EE--mail:mail: ir@hipir@hip--pro.co.jp pro.co.jp 

URL:URL: http://www.hiphttp://www.hip--pro.co.jppro.co.jp

お問合せ先お問合せ先
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参考資料：①会社概要

設立 ： 平成７年９月１３日

代表者 ： 代表取締役社長 田中吉武

事業内容 ： 特定労働者派遣業
機械設計、電子設計、ソフト開発の

技術サービスを提供するアウトソーシング事業

(技術者派遣､業務請負)

事業所 ： 本社（横浜）、全国合計１３拠点

資本金 ： ３億７，３７７万５，０００円

売上高 ： ５２億４，２００万円（平成２１年３月期）

経常利益 ： ２億３００万円（平成２１年３月期）

従業員数 ： ８２７人（平成２１年３月３１日現在）
＊すべて単体、当社は連結財務諸表を作成しておりません。
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参考資料：②拠点紹介

全国に展開する営業・採用拠点（13拠点）

神奈川事業部

サテライト神戸神戸営業所

中部事業部

サテライトサテライトサテライトサテライト拠点拠点拠点拠点事業所事業所事業所事業所

サテライト福岡福岡営業所

サテライト大阪大阪営業所

サテライト京都京都営業所

西部事業部

サテライト名古屋名古屋営業所

サテライト浜松浜松営業所

サテライト沼津沼津営業所

静岡事業部

サテライト新宿東京営業所

サテライト大宮大宮営業所

サテライト宇都宮宇都宮営業所

サテライト仙台仙台営業所

東部事業部

サテライト横浜本社
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参考資料：③沿革

テクノセンターテクノセンターテクノセンターテクノセンター開設開設開設開設

ＩＳＯＩＳＯＩＳＯＩＳＯ９００１９００１９００１９００１認証取得認証取得認証取得認証取得

売上高売上高売上高売上高
（（（（百万円百万円百万円百万円））））

期末人員期末人員期末人員期末人員
（（（（人人人人））））

売上高売上高売上高売上高（（（（百万円百万円百万円百万円））））

期末人員期末人員期末人員期末人員（（（（人人人人））））

売上高売上高売上高売上高・・・・人員推移人員推移人員推移人員推移

JASDAQJASDAQJASDAQJASDAQ上場上場上場上場

（予定）

40404040億億億億5,7005,7005,7005,700万円万円万円万円
830830830830名名名名
（（（（計画計画計画計画））））
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参考資料：④ビジネスモデル

技術サービス料金技術サービス料金

技術サービス技術サービス
正社員正社員

プロの技術者プロの技術者

顧顧 客客 企企 業業

基本契約基本契約
個別契約個別契約

契契 約約
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参考資料：⑤当社の目指すもの

生涯技術者Ⓡ
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参考資料：⑥人材ビジネス各分野の主な上場企業

主な主な
派遣派遣
部門部門

・・ヒップヒップ
・メイテック・メイテック
・アルプス技研・アルプス技研
・・VSNVSN

・ワールドインテック・ワールドインテック
・ユナイテッド・ユナイテッド

テクノロジーテクノロジー
ホールディングスホールディングス

・アウトソーシング・アウトソーシング

・テンプスタッフ・テンプスタッフ
・パソナグループ・パソナグループ
・フジスタッフ・フジスタッフ

ホールディングスホールディングス

・フルキャスト・フルキャスト

技術・開発部門技術・開発部門

（設計・開発など）（設計・開発など）

製造部門製造部門

（組立て・ラインなど）（組立て・ラインなど）

事務部門事務部門

（一般事務・営業など）（一般事務・営業など）

軽作業系軽作業系

（日雇いなど）（日雇いなど）

専
門
技
術
系

専
門
技
術
系

現
場
作
業
系

現
場
作
業
系27



■当社は、様々な開発・設計業務の分野において、
次の３つの領域で多様な技術力を提供しております。

●自動車を例にすると・・・

参考資料：⑦開発・設計の業務分野

機械機械 電子電子 ソフトウエアソフトウエア

内装
エンジン
バンパー
シャーシ
ミッション 他

内装
エンジン
バンパー
シャーシ
ミッション 他 電装

ナビシステム他

電装
ナビシステム他

ナビシステム
エンジン制御
燃料噴射制御他

ナビシステム
エンジン制御
燃料噴射制御他

＜機械＞

＜ソフトウエア＞ ＜電子＞

機械系技術者機械系技術者
46%46%

電気・電子系技術者電気・電子系技術者
27%27%

ソフトウエア系技術者ソフトウエア系技術者
27%27%



参考資料：⑧採用実績
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新卒採用はほぼ全員理系出身者
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経済環境を加味し、当初174人の採用予定を抑え140人の採用となった。

2010年度の4月新卒入社は64人。


